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１．研究の背景と研究の目的

２００６年の介護保険制度改正以降、１５年の歴史を誇る在宅介護支援センター（以下、在介支）が、

地域包括支援センターに移行し、同センターに配属された社会福祉士と保健師、主任ケアマネー

ジャーは、三職種連携の下、一般高齢者（一次予防事業対象者１）の介護予防を行うことが地域支

援事業に定められた。しかし、この三職種は、それぞれ総合相談業務と軽度の要介護者への介護予

防マネジメントなどに忙殺され、実際には一次予防事業対象者への介護予防教室を履行し難い状況

にある。このような現状を鑑みる限り、今後は、ソーシャルワーカーなどの専門職とソーシャル・

キャピタルの構成要素である地域のボランティアや NPO法人などのインフォーマルサービスが連

携して、一次予防事業対象者への介護予防サービスを行なっていく必要がある。

しかし、ソーシャルワーカーが、一次予防事業対象者の介護予防サービス（ポピュレーションア

プローチ）おいて、どのような役割を果たせば良いのか、その独自固有性はいまだ明らかにされて

いない。

そこで、本稿では、一般高齢者（一次予防事業対象者）に対する介護予防サービスにおいて、地

域システムに介入することがソーシャルワーカーの重要かつ独自な役割の一つであるという仮説の

下に、実際にソーシャルワーカーが地域システムの構築に介入し、NPO法人や地区社会福祉協議

会（以下、地区社協）など地域の社会資源の組織化に介入したケースと介入しなかったケースを比

較検討することにより、介護予防の効果を２年にわたって縦断研究して検証し、一次予防事業対象

者に対する介護予防サービスにおけるソーシャルワークの独自性を抽出することを研究の目的とす

る。

２．研究の方法

� 調査の方法

本研究では、地域システムにソーシャルワーカーが介入している地域と介入していない地域の介

地域システム構築への介入が一次予防事業対象者への
介護予防サービスに及ぼす効果に関する縦断研究
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男性 ２７．８％
女性 ７２．２％
合計 １００．０％

表１ 性別 初回

６５から６９歳 ３６．７％
７０から７４歳 ２８．３％
７５から７９歳 １５．０％
８０歳から８４歳 １８．３％
８５歳以上 １．７％
合計 １００．０％

表３ 年齢 初回

雑賀 ３１．１％
朝酌 ４５．９％
葉光ヶ丘 １３．５％
筑紫 ９．５％
合計 １００．０％

表５ 居住地域 初回

男性 ３６．０％
女性 ６４．０％
合計 １００．０％

表２ 性別 次回

６５から６９歳 ３６．８％
７０から７４歳 ２７．９％
７５から７９歳 １４．７％
８０歳から８４歳 １６．２％
８５歳以上 ４．４％
合計 １００．０％

表４ 年齢 次回
雑賀 ３３．８％
朝酌 ４０．３％
葉光ヶ丘 １１．７％
筑紫 １４．３％
合計 １００．０％

表６ 居住地域 次回

護予防の効果を実証的に測定するために、ソーシャルワーカーが地域システムの構築に介入してい

る地域（島根県松江市雑賀地区、福岡県筑紫野市筑紫地区）と介入していない地域（松江市朝酌地

区、筑紫野市葉光ケ丘）の双方において、一次予防事業対象者約１５０名を対象とし、自記式アンケー

ト方式の調査票を用いた訪問面接調査（一部地域は郵送回収法）を行った。

一般高齢者（一次予防事業対象者）に対する介護予防サービスに必要な社会資源は、それぞれの

地域特性によって異なる。そこで、本研究では、調査を行う地域を人口の規模に伴い、地方中核都

市（島根県松江市）と地方小都市（福岡県筑紫野市）に定めた。松江市は、公民館活動と地区社会

福祉協議会（以下、地区社協）の活動が盛んであるため、地区社協レベルで調査を実施し、各地区

の福祉協力員（地域のボランティア）と民生委員の会合を利用して調査票を配布した。また、筑紫

野市は、市社会福祉協議会（以下、市社協）が中心となって開催する高齢者の閉じこもり予防のサ

ロンである「ふれあい・いきいきサロン」の活動が盛んであり、当サロンを拠点として介護予防教

室を展開しているため、各地区の「ふれあい・いきいきサロン」に集う一般高齢者（一次予防事業

対象者）を対象として調査を実施した。

調査は、平成２１年１月～平成２１年３月にかけて２と、平成２２年１月～平成２２年３月にかけての二

度にわたって行い、縦断研究を行った。

� 調査票

調査票で尋ねた項目は、主に「主観的健康感」「年齢」「性別」「病歴」「転倒歴」「認知症の傾向」

などである３。尚、本研究に用いた調査票は、AGES（愛知老年学的評価研究）にて用いた調査票を

研究代表者４の許可を得て使用した。

� 回収率と属性

回収率は、初年度が４地区合計で６７．２％、次年度が７０％であった。

初年度における調査の回答者の属性は以下の表の通りである。
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� 介入の方法

ここで、本研究における「介入」の意味あいについて定義しておきたい。本研究における介入と

は、ソーシャルワーカーが、地区社協や「ふれあい・いきいきサロン」の活動に関わっていること

をさす。以下にそれぞれの調査対象地への介入の方法について述べる。

�松江市雑賀地区の概要と介入の概要

松江市は人口約２０万人、総世帯数７６５０６世帯、高齢化率２３．１％、年少人口率１３．９％の島根県東部

に位置する県庁所在地で、松江城などの観光資源を擁する国際観光都市である。２８ある各小学校区

に公設自主運営方式（公民館運営協議会による自主運営方式）の公民館が設置されており、公民館

活動が盛んである。すべての小学校区に地区社協が組織化されていて、両者が組織面でも運営面で

も綿密に連携している。

一般高齢者（一次予防事業対象者）に対する介護予防サービスも、主に各地区社協を中心とした

地域のボランティア（福祉協力員や民生委員など）と専門職（市社協のコミュニティワーカーや地

域包括支援センターの社会福祉士など）との協働によって担われている。市内に８つあった在介支

（基幹型１ケ所、地域型７ケ所。委託先の内訳は、特別養護老人ホームなどの民間委託が５ケ所、

市社協委託２ケ所、県の外郭団体委託１ケ所）は、介護保険制度改正後、５つの地域包括支援セン

ターに移行し、それらはすべて市社協に委託されている。

雑賀地区は、松江市南部に位置し、旧松江藩の区画を残す最南端地区である。旧商業地域と古い

屋並みの込み入った住宅地が混在した地域であるが、現在は廃業などにより商店は減少している。

高度成長期直後に青年層が都市部に流出して人口は減少し、高齢化が進んだ。人口６５７２人、高齢化

率２７．７％で、旧市内の地区の中で４番目に高齢化率の高い地域であり、独居高齢者も多い。公民館

を拠点とした保健福祉活動が盛んで、「まつなみ会」と称される独居高齢者の閉じこもり予防のた

めの事業を実施し、バスハイクや料理教室などを月２回程度行う取組みを公民館職員の指導の下に

住民主体で続けている。また町内会単位の「小地域ミニデイサービス」や、地域のボランティアで

ある福祉協力員による見守り活動（日頃の声がけ、年２回程度の弁当の配布、敬老会の持参金など）

も行なわれている。

松江市社協がニッセイ財団の高齢社会先駆的事業の助成をうけたことで、そのモデル地区とし

て、地域包括支援センターや市社協のソーシャルワーカーの介入の下、地域のボランティア約１００

名（そのほとんどが一次予防事業対象者）による認知症高齢者の身守りネットワーク「ほっとさい

か」の構築を行っている。

一方で、ソーシャルワーカーが地域システムの構築に介入していない地域として調査対象地に選

定した松江市朝酌地区は、松江市北部に位置し、川沿いに開けた農業地帯である。高齢化率は、

２６．４８％と旧市内では雑賀地区に次いで高い。公民館の事業として、高齢者の市内中心部への足と

なる福祉タクシーを運行している。朝酌地区はニッセイ財団の助成事業のモデル地区にはなってお

らず、雑賀地区のようにソーシャルワーカーが体系的に関っているわけではない。介護予防教室も、

計画的に定期的には行われていない。昔ながらの地縁の強い地域であり、既存のボンディングなソー

シャル・キャピタル（結束型ソーシャル・キャピタル）が豊かな地域ではある。
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�筑紫野市筑紫地区の概要と介入の概要

筑紫野市は人口約１０万人、総世帯数３８５７７世帯、高齢化率１６．４％で、福岡県の中央部よりやや西

に位置する福岡市のベッドタウンであり、人口は僅かではあるが増加傾向にある。市内にあった法

人委託の地域型在介支４ケ所がそのまま地域包括支援センターに移行している。委託先の内訳は、

社会福祉法人３ケ所、医療法人１ケ所である。一般高齢者（一次予防事業対象者）に対する介護予

防サービスは、市社協のコミュニティワーカー、市介護保険課の保健師が中心となって開催する「ふ

れあい・いきいきサロン」を主なステージとして行われており、地域のボランティアとの協働によっ

て行われている。筑紫野市には、約４０ケ所の「ふれあい・いきいきサロン」があるが、筑紫野市の

「ふれあい・いきいきサロン」には虚弱高齢者の参加率が高いという特徴があり、特定高齢者（二

次予防事業対象者）を対象とした地域支援事業を行うにあたり「ふれあい・いきいきサロン」をそ

のステージとして活用することになったが、結果として、そこに一般高齢者（一次予防事業対象者）

も参加しているため、一般高齢者（一次予防事業対象者）に対する介護予防サービスも同時に行う

ことにつながった５。

筑紫地区は、人口２９３２人、高齢化率２５．１４％で、昔ながらの田園地区と新興住宅地の混在する地

域である。筑紫地区には、「ふれあい・いきいきサロン」が２ケ所あるが、本研究では、旧住民を

中心とした活動歴の長いサロンである「つくしんぼの会」を調査対象地とした。「つくしんぼの会」

の立ち上げには、市社協のコミュニティワーカーが関わり、現在もコミュニティワーカーがサロン

開催時にレクリエーションの指導などを行っている。「つくしんぼの会」の参加者は、平均１０名～

２０名で、参加者の年齢は６０代～９０代と幅広い。月１回の割合で、地区公民館で開催されるサロンで

は、血圧測定、レクリエーション、食事会、七夕会、クリスマス会、新年会などの季節行事が行わ

れていて、市社協のみならず地域包括支援センターのソーシャルワーカーや運動指導士などが関

わって転倒骨折予防のための体操などを行っている６。

一方で、筑紫野市吉木葉光ケ丘は、太宰府市との境に程近い田園地帯に位置する新興住宅地で、

総世帯数３１０世帯の閑静な住宅地である。他県からの移住者もおり、いわゆる地縁などのボンディ

ングなソーシャル・キャピタルが豊かな地域ではない。市中心部への移動は、一時間に一便程度の

バスかタクシー、もしくはマイカーでの移動に頼るほかなく、松江市の朝酌地区同様、交通の便が

悪い。住宅地内に一つある集会所を利用して、月１回程度開催する「ふれあい・いきいきサロン」

である「宝満クラブ」の参加者は平均１０名程度で、主に茶話会を行っているが、バスハイクや敬老

祝賀会、餅つき大会、クリスマス会、初釜などの季節行事も行う。「宝満クラブ」には、市社協の

コミュニティワーカーは参加せず、地域システムの構築にもソーシャルワーカーは関わっていな

い７。

３．研究の結果

� 調査の結果

本研究は、介護予防サービスに焦点を絞った研究であるため、ここでは、調査票の項目のうち、
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表７ 主観的健康感と居住地域のクロス 初回

表８ 主観的健康感と居住地域のクロス 次回

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
とてもよい、まあよい ２５．０人 ２３．０人 ８．０人 １０．０人

９６．２％ ７４．２％ ８８．９％ ９０．９％
あまりよくない、よくない １．０人 ８．０人 １．０人 １．０人

３．８％ ２５．８％ １１．１％ ９．１％
合計 ２６．０人 ３１．０人 ９．０人 １１．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
とてもよい、まあよい ２１．０人 ２９．０人 １０．０人 ７．０人

９１．３％ ８５．３％ １００．０％ １００．０％
あまりよくない、よくない ２．０人 ５．０人 ０．０人 ０．０人

８．７％ １４．７％ ０．０％ ０．０％
合計 ２３．０人 ３４．０人 １０．０人 ７．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

主に介護予防の大きな柱である「身体の健康度」と、「転倒のリスク」、「認知症の傾向」に関する

設問における結果を表わすこととする。尚、身体の健康度に関しては、主観的健康感の尺度を用い

た。

�主観的健康感との関連

主観的健康感とは、自分がどの程度健康だと考えているかを示す指標であるが、多くの先行縦断

研究によって、主観的健康感は回答者のその後の死亡や身体機能の低下の予測力を持つことが証明

されており（村田２００７）８、医学の分野でも社会科学の分野でも、健康度を測る指標として一般的に

用いられている。そこで、本研究においても、まず、この主観的健康感の良し悪しを各地区ごとに

比較した９。

主観的健康感が「まあよい」もしくは「とてもよい」と答えた回答者と、「あまりよくない」「よ

くない」と答えた回答者の割合を各地区ごと、年度ごとに比較すると、以下の表のようになる。

以上の表の通り、松江市の場合は、ソーシャルワーカーが地域システムの構築に介入した雑賀地

域の方が朝酌地区よりも、平成２０年（初回）２１年（次回）ともに、主観的健康感は良好に保たれて

いるという結果が得られた。

松江市雑賀地区は、初年度の調査時よりも次年度の調査時の方が、いずれも主観的健康感につい

て「まあよい・とてもよい」と回答した者の割合が増えており、この結果は、民生委員活動や福祉

協力員活動などの地域のボランティア活動に高齢者自身が加わることが、一次予防対象者自らの介

護予防につながることをある程度示唆している。

筑紫野市では、両地区ともに主観的健康感は良好に保たれているという結果が得られているが、

そもそもの母数が非常に少なく、この結果だけでは妥当な結論は得られない。今後、調査の対象を

広げ、母数を増やしていく必要がある。
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表９ 置忘れと居住地域のクロス 初回

表１２ 取り違いと居住地域のクロス 次回

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
いいえ ２３．０人 ２９．０人 ６．０人 １０．０人

８８．５％ １００．０％ ６６．７％ ９０．９％
はい ３．０人 ０．０人 ３．０人 １．０人

１１．５％ ０．０％ ３３．３％ ９．１％
合計 ２６．０人 ２９．０人 ９．０人 １１．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
いいえ ２０．０人 １８．０人 ５．０人 ６．０人

７６．９％ ６２．１％ ５５．６％ ５４．５％
はい ６．０人 １１．０人 ４．０人 ５．０人

２３．１％ ３７．９％ ４４．４％ ４５．５％
合計 ２６．０人 ２９．０人 ９．０人 １１．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

表１０ 置忘れと居住地域のクロス 次回

表１３ 思い出せないと居住地域のクロス 初回

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
いいえ ２１．０人 ２８．０人 ８．０人 ７．０人

９５．５％ ８２．４％ ８０．０％ １００．０％
はい １．０人 ６．０人 ２．０人 ０．０人

４．５％ １７．６％ ２０．０％ ０．０％
合計 ２２．０人 ３４．０人 １０．０人 ７．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
いいえ ２１．０人 ３１．０人 ８．０人 ７．０人

９５．５％ ９１．２％ ８０．０％ １００．０％
はい １．０人 ３．０人 ２．０人 ０．０人

４．５％ ８．８％ ２０．０％ ０．０５％
合計 ２２．０人 ３４．０人 １０．０人 ７．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

表１１ 取り違いと居住地域のクロス 初回

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
いいえ ２１．０人 ２４．０人 ５．０人 ８．０人

８０．８％ ８２．８％ ５５．６％ ７２．７％
はい ５．０人 ５．０人 ４．０人 ３．０人

１９．２％ １７．２％ ４４．４％ ２７．３％
合計 ２６．０人 ２９．０人 ９．０人 １１．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
いいえ １９．０人 １９．０人 ５．０人 ５．０人

８６．４％ ５５．９％ ５０．０％ ７１．４％
はい ３．０人 １５．０人 ５．０人 ２．０人

１３．６％ ４４．１％ ５０．０％ ２８．６％
合計 ２２．０人 ３４．０人 １０．０人 ７．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

表１４ 思い出せないと居住地域のクロス 次回

�認知症の傾向との関連

介護予防における重要な指標として主観的健康感と共に重視される認知症の傾向について尋ねた

設問は、�自分の持ち物を置き忘れてしばしば困ることがある、�時間や場所を取り違えることが

しばしばある、�つい最近のことを思い出せないことが多くある、の３つであるが、その結果を各

地区、年度別に表すと以下の表のようになる。

以上のように、平成２０年度（初回）２１年度（次回）ともに、松江市、筑紫野市とも、ソーシャル

ワーカーが地域システムの構築に介入した地域（雑賀地区・筑紫地区）の方が、認知症の傾向を訴

える一般高齢者（一次予防事業対象者）の割合が、ソーシャルワーカーが介入しなかった地域（朝

酌地区・葉光ケ丘）より概ね少ないことがわかる（表１０筑紫野市、表１２松江市、表１４松江市で若干

の誤差がある）。

�転倒歴との関連

次に、やはり介護予防における重要な指標になっている転倒について尋ねた設問に「何度もある」

「１度ある」と答えた回答者の割合を、各地区ごとに、年度ごとに示すと以下の表のようになった。
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雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
転倒経験なし １８．０人 ２７．０人 ６．０人 ６．０人

７８．３％ ８１．８５％ ６０．０％ ８５．７５％
何度もある、一度ある ５．０人 ６．０人 ４．０人 １．０人

２１．７５％ １８．２％ ４０．０％ １４．３％
合計 ２３．０人 ３３．０人 １０．０人 ７．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

表１５ 転倒経験と居住地域のクロス 初回

雑賀 朝酌 葉光ヶ丘 筑紫
転倒経験なし ２５．０人 ２０．０人 ６．０人 ６．０人

９６．２％ ６４．５％ ７５．０％ ５４．５％
何度もある、一度ある １．０人 １１．０人 ２．０人 ５．０人

３．８％ ３５．５％ ２５．０％ ４５．５％
合計 ２６．０人 ３１．０人 ８．０人 １１．０人

１００．０％ １００．０％ １００．０％ １００．０％

表１６ 転倒経験と居住地域のクロス 次回

以上のように、表１５の松江市と表１６の筑紫野市のデータを除いては、ソーシャルワーカーが地域

システムの構築に介入している地域（雑賀地区、筑紫地区）の方が、平成２０年（初回）２１年（次回）

ともに、転倒した経験があると回答した一般高齢者（一次予防事業対象者）は少ないという結果が

得られた。

� 考察

以上の調査の結果から、多少の誤差はあるものの、介護予防の効果を表わす一種の指標となる主

観的健康感、認知症の傾向、転倒歴のいずれもが、ソーシャルワーカーが地域システムの構築に介

入した地域の一般高齢者（一次予防事業対象者）の方が優れており、その結果は初年度の調査時も

次年度の調査時でも同様であったという結果が得られた。しかしながら、年齢など他の変数の調整

をしなければ、本研究の仮説は真の意味で検証されたとはいえない。

更に、縦断研究の結果によって、地域のボランティア活動に加わることが、一次予防事業対象者

の介護予防につながる可能性が高いことも示唆されたとえいる１０。

しかしながら、本調査には以下の課題がある。�本研究は限られた２地区で行われたものであり、

母数も少ないため調査結果の妥当性に欠ける点がある、�調査対象者の要介護度が変化する度合を

確かめるには少なくとも３年程度は継続した縦断研究を行う必要がある、�ソーシャル・キャピタ

ルの豊かさの差異や、ソーシャルワーカーの役割が先進的であることなどの地域特性を鑑みた調査

対象地の選定をしていない、�縦断研究を行うに当たり、初回は介入していないが次回調査時には

介入しているといった介入の有無の差異を設けるべきだが、今回の調査では介入の有無の差を設け

ていない。
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４．今後の課題

以上、地域システムの構築や組織化にソーシャルワーカーが介入している地域は一般高齢者（一

次予防事業対象者）が要介護状態に陥りにくく、地域のボランティアや NPO法人などのソーシャ

ル・キャピタルの構成要素を発掘し組織化することが、今後、介護予防サービスにおけるソーシャ

ルワーカーの重要な役割の一つになるという仮説を検証すべく論を展開した。

しかし、本研究で行った調査には、前節で述べたような多くの課題があった。年齢などの調整を

する必要があるという点に関しては、現在、年齢、性別、既往歴を新たな変数としてロジスティッ

ク回帰分析を行っている。その結果に関しては、次稿で発表したい。

更に、今後は、調査対象地を選定し直し、約２０００～５０００名を対象にして、自記式アンケート郵送

回収調査を行い、ソーシャルワーカーが介入する前と後の変化を調査する予定にしている。また、

文部科学省の平成２２年度～平成２４年度科学研究費補助金基盤研究�（課題番号２２５３０６６６）の助成を

得て、３年間の縦断研究を行う計画も立案している。

ソーシャル・キャピタルについても本稿では、分析し得ていないが、社会疫学の分野では国内外

の先行研究により、ソーシャル・キャピタルが豊かな地域は、健康な高齢者が多いことが、ある程

度立証されている（イチロー他２００４、イチロー他２００８、近藤他２００７１１）。つまり、ソーシャル・キャ

ピタルを豊かにするような介入をソーシャルワーカーが行えば、介護予防の推進につながる可能性

は極めて高いのである１２。

ソーシャル・キャピタルには幾つかの類型があるが、仮に、いわゆる町内会や自治会組織、地縁

などに代表されるボンディングなソーシャル・キャピタル（結束型ソーシャル・キャピタル）だけ

を豊かにしても、過干渉よる余計なストレスを生むことによって地域在住高齢者の健康を損ないか

ねない危険性がある。さりとて NPO法人や趣味の会に代表されるブリッジングなソーシャル・キャ

ピタル（橋渡し型ソーシャル・キャピタル）だけを豊かにしても、真の意味で地域のソーシャル・

キャピタルは豊かにならない。そこで、今後は、結束型ソーシャル・キャピタルと橋渡し型ソーシャ

ル・キャピタルをつなぐソーシャルワークが必要になってくると筆者は考えている。

以上の筆者の仮説を検証すべく現在の研究を継続して実証研究を行い、介護予防サービスにおけ

るソーシャルワーカーの役割とソーシャルワークの独自性をより明確にすることを本研究の今後の

課題とする１３。
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